
報告数：件
多量排出事業者及び準多量排出事業者に係る産業廃棄物排出量等の推移 排出量： t

業種 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H30計画 R1計画
報告数 149(32) 165(29) 184(35) 232(58) 264(74) 264(70) 263(71) 262(74) 262(74) 266(75)

排出量 643,346 856,941 800,930 767,593 894,035 848,953 829,950 841,173 759,871 778,971

報告数 69(20) 80(22) 78(23) 86(28) 97(37) 91(30) 97(33) 105(31) 105(31) 112(36)

排出量 1,257,403 840,677 832,958 764,085 887,191 824,932 950,062 899,651 931,493 895,159

報告数 78(10) 82(13) 86(11) 85(5) 85(4) 86(6) 86(6) 87(6) 87(6) 87(7)

排出量 1,302,819 1,611,344 1,806,248 1,809,383 1,813,031 1,846,956 1,873,461 1,922,787 1,964,314 2,003,638

報告数 7(6) 8(7) 14(11) 9(5) 10(5) 12(7) 12(7) 12(6)

排出量 10,048 11,811 15,048 20,223 15,027 14,515 18,501 17,763

報告数 296(62) 327(64) 355(75) 411(98) 460(126) 450(111) 456(115) 466(118) 466(118) 477(124)

排出量 3,203,568 3,308,962 3,450,184 3,352,873 3,609,305 3,541,064 3,668,500 3,678,125 3,674,179 3,695,531

※　（　）は条例に基づく報告数で内数

合計

上下水道業

その他

建設業

製造業

多量排出事業者等の令和元年度に係る産業廃棄物処理計画及び 

平成 30 年度に係る実施状況報告の集計結果について 

令和元年 12 月 

資源循環推進課 

 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第12条第９項・10項及び第12条の２第10項・第11項、「廃棄

物の適正な処理の確保に関する条例」第55条第１項、第２項の規定により、多量排出事業者及び準多量

排出事業者から提出された令和元年度に係る産業廃棄物処理計画書及び平成30年度に係る産業廃棄物処

理計画実施状況報告書の概要は下表のとおりです。 

産業廃棄物の発生量が年間1,000t以上の多量排出事業者については、上記法律により平成13年度から、

産業廃棄物の発生量が年間500t以上1,000t未満の事業場を持つ準多量排出事業者については、上記条例 

により平成21年度から、それぞれ産業廃棄物処理計画書及び報告書の提出が義務化されています。(準多

量排出事業者については、条例制定前の平成15年度から任意で提出をお願いしている。) 

 

○ 平成30年度の産業廃棄物の業種別排出量は、前年度と比べて建設業が約1.4％の増加、製造業は約

5.3％の減少、上下水道業で約2.6％の増加となりました。 

また、平成30年度の排出量実績が計画よりも削減できた事業場の割合は、建設業が約56％、製造業 

が約47％、上下水道業が約62％でした。 
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報告数：件
多量排出事業者に係る特別管理産業廃棄物排出量の推移 排出量： t

業種 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H30計画 R1計画
報告数 12 16 17 17 21 23 24 24 24 24

排出量 1,613 2,123 2,217 2,191 2,875 3,204 3,583 3,193 3,147 3,098

報告数 44 48 39 41 41 42 38 44 44 47

排出量 46,330 43,471 42,777 48,014 34,675 19,144 21,547 28,038 21,912 31,706

報告数 2 3 1 3 5 7 7 5

排出量 95 135 89 783 717 1,072 1,434 570

報告数 56 64 58 61 63 68 67 75 75 76

排出量 47,943 45,594 45,089 50,339 37,639 23,130 25,847 32,303 26,493 35,374
合計

病院

製造業

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成30年度の特別管理産業廃棄物の業種別排出量は、前年度と比べて病院が約11％の減少、製造業 

が約30％の増加となっています。 

また、平成30年度の排出量実績が計画よりも削減できた事業場の割合は、病院が約25％、製造業が 

約36％でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○ 地区別の産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の排出量及び報告事業場数は下表のとおりです。 

 

事業場所在地別業種別産業廃棄物排出量（平成30年度実績）及び報告事業場数（法及び条例対象分） （単位：ｔ）

区分 種別 項目 東信 南信 中信 北信 県外等※ 合計

事業場数 30 68 94 17 53 262
排出量 90,331 207,397 282,842 32,921 227,682 841,173
事業場数 11 42 33 19 0 105
排出量 41,618 93,074 534,367 230,592 0 899,651
事業場数 24 31 22 10 0 87
排出量 566,021 790,530 494,870 71,367 0 1,922,787
事業場数 0 3 5 3 1 12
排出量 0 2,254 3,392 3,034 5,835 14,515
事業場数 65 144 154 49 54 466
排出量 697,969 1,093,254 1,315,471 337,914 233,517 3,678,125
事業場数 8 8 6 2 0 24
排出量 1,115 819 874 385 0 3,193
事業場数 7 25 7 5 0 44
排出量 1,104 22,445 3,563 926 0 28,038
事業場数 3 3 1 0 0 7
排出量 531 87 454 0 0 1,072
事業場数 18 36 14 7 0 75
排出量 2,750 23,351 4,891 1,311 0 32,303
事業場数 83 180 168 56 54 541
排出量 700,719 1,116,605 1,320,362 339,224 233,517 3,710,428

※県外又は長野市内の支店等が管理する、長野県（長野市を除く。）内の作業場等から排出された産業廃棄物に係る事項

合計

建設業

製造業

上下水道業

その他

計

産業廃棄物

病院業

製造業

その他

計

特別管理産業廃棄物


